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平和共同候補で
安倍「新憲法」ＳＴＯＰ！

沖縄県知事選を突破口に全国へ！
	安倍政権発足は確実となりました。安倍晋三総理は憲法を部分的に変える｢改憲｣論者ではありません。総裁選出馬表明の冒頭に｢日本の国家像にふさわしい新たな憲法の制定｣を掲げる｢新憲法｣論者なのです。九条改憲を旋回軸として、現行日本国憲法とは全く異なる｢新憲法｣によって、平和主義だけでなく国民主権も基本的人権も全て否定する社会をつくりたいのです。しかも｢5年近くのスパン｣で、可能なら「さらに前倒しをして」とも明言しました。　

　07年参院選、09年までには必ず実施される衆院選、そしてちょうど5年後の010年の参院選をにらんでの｢5年｣です。まさに07年参院選挙は、憲法を救うために残されたあと1～2回の「最後かつ最大のチャンス｣の一つなのです。
　難航した沖縄知事選挙候補は、糸数慶子さんの勇断で全野党の共同候補の展望が切り開かれました。この突破口をさらにおしひろげましょう。

　国政選挙の共同という前例のほとんどないとりくみだけに、様々な意見が錯綜し、具体化するほどに克服すべき困難も大きくなるでしょう。わたしたちは｢7･7シンポアピール｣で｢各政党･政治グループや市民グループのそれぞれの発想や地域の事情に応じて、多様な形態を考えて実現に努力する｣と確認しました。お互いの立場を尊重しつつも、ありとあらゆる形態での平和共同を実現していきましょう。10月22日(日)に開催する｢平和の共同候補を求める連絡会」第2回全国交流会で、それぞれの努力を交流し知恵と勇気を共有して展望を切り開きましょう。




本ニュースご報告いただいたほかにも、北海道、秋田、埼玉、東京、静岡、近畿各府県、岡山、四国各県などで、共同候補をめざす多様な集まりが進行ないし準備中と伝えられます。各地から積極的な報告をお寄せください。

各地からの報告
■シンポの成功から平和共同候補追求へ―千葉　

　千葉県においては、8月12日（土）に「平和憲法をどう守り活かすか　8.12シンポジウム」（会場：千葉市民文化センター３Fホール、定員500名）が開催された。このシンポジウムには、小林正弥（千葉大学教授）、渥美雅子（弁護士）、高橋晴雄（四街道9条の会）、きくちゆみ（環境・平和活動家）、加藤登紀子（歌手・環境活動家）がそれぞれの立場から「平和憲法」の重要性を訴えた。「９条の会」関係者も含めてこのような多彩なパネリストを揃えて議論をすることができた意義は大きく、５００名を上回る参加者数で大成功であった。加藤登紀子、きくちゆみらによる音楽の効果も大きく、会場を埋め尽くした500名の人々の心が一つになったように思われる。その後、多方面から素晴らしい感想が聞かれ、このシンポジウムは、千葉県の平和運動の新たな一歩を刻むものであったといえるものである。

　このシンポジウムは、平和共同候補の訴えを全体の主題とはしていないが、小林は「選挙における平和共同候補による発議阻止」と「国民投票における阻止」という２段階の「救憲」の戦略を提起した。それについての議論がシンポジウムで深められたわけではないが、この訴えは反響を呼んだ。そこで、シンポジウム後に、その実行委員会では、この双方を可能な限り追求するために、「平和への大結集・千葉」（仮称）を結成し、１０月に発足総会を開催することになった。

2007年の参議院選挙において、千葉県の地方区では、改選数が1議席増えて3議席となる。そのため、自民党や民主党といった既存の二大政党以外の候補者にも、当選の可能性が高まることになる。この最後の一人の枠に、なんとしも平和共同候補を当選させることが望まれる。それは容易なことではないが、この動きが母体となって、平和共同候補運動も加速することが期待できる。そして、さらに国民投票までも視野に入れた、市民による「救憲」の大結集を目指すことになろう。

■平和の共同候補を求める｢神奈川連絡会｣(仮称)発足へ―神奈川

２００６年８月１９日（土）かながわ県民サポートセンターにおいて、平和の共同候補を求める「神奈川連絡会」（仮称）の初顔合わせ会を行いました。終戦記念日の近くで、多くの催しが開催されている日であったにもかかわらず、１１名の参加が得られました。
　まずは、当日出席できなかった方（９名）からのメッセージもふくめ、自己紹介を兼ねて、出席者それぞれの考えを出しあいました。

その結果、各人の考え方は様々であり、具体論では食い違う点もあるものの、改憲の動きをストップできるか否かが０７参院選を皮切りとする国政選挙にかかっていること、そしてこれらの選挙に、護憲派が共同して取り組むことが必要であることを、出席者全員で共有していることが確認できました。

そこで今後は、定期的な会合と、メーリングリストの活用により、各人の考えを融合させる方向を探りつつ、改憲への危機感を共有する仲間を募り、ネットワークを広めて、平和の共同候補を求める「神奈川連絡会」（仮称）を立ち上げるべく、準備を進めていこうと話し合われました。

世話役は当面、護憲共同候補擁立懇談会の秋田氏と、「平和への結集」をめざす市民の風の春田が務めます。先進する他県のみなさんの活動に学ばせていただきながら、神奈川での平和共同候補実現に向けて、取り組んでいきたいと思います。
春田紀子(「平和への結集」をめざす市民の風)
■平和共同候補として、立候補打診へ―愛知

愛知における取り組みの第２回準備会が８月２７日に開催され、６人が参加し、全国の取り組み状況、愛知の状況の報告と、今後についての議論を行った。

比例区の問題は、全国会議が主たる議論の場であり、それについては、東京で２回目の会議が開かれるが、仮に「確認団体」として取り組む場合は、１０人の候補者擁立が必要であり、その場合は、愛知または東海地区から擁立できるかどうかが課題としてある。しかし、現時点では、そこに立ち至る環境にはないのが現実である。

さて、愛知選挙区については、自民、公明、共産から各１名、民主から２名の立候補が予定され、そこへ「平和共同候補」が割り込む状況にはないし、市民派と、共産、社民を含む「平和共同候補」擁立の共同テーブルも、各党の事情で動いていない。

そうした現実の壁が厚い中、２７日の会議では、どんな取り組みなろうとも、三つの議席のうち１つを「護憲平和候補」が獲得する努力を続けるべきだとして、既に立候補表明している候補者も考慮しつつ、「平和共同候補」として名前の挙がったある人物に打診してみることになり、その作業を慎重に進めることになった。

これについては、９月～１０月初旬までに目途をつけ、１０月１６日の第３回準備会及び、２２日の全国会議を経て、それ以降の取り組みの方向を決めることになった。

なお、呼びかけ人・賛同人も１２人に留まっており、具体的な候補者を持たないと、イメージできないという声もあり、候補者擁立が急務となっている。
また、２００７年２月の愛知県知事選挙についても議論し、民主党の動向を見極めてから再度検討することになったが、｢参院選と連動している」との認識では一致した。
阪野智夫「平和共同候補を求める愛知の会」（仮称・準代表）　

■わかりやすい政治姿勢を共同で―近畿

＜党派を超えた護憲共同闘争＞

　護憲の共同闘争を目指す「いのちと平和の近畿ネット」は7月30日、大阪市内で第3回学習交流会を開き、来年の統一自治体選挙や参院選挙を見据え9月末ごろを目途に発足させることを決めた。同ネットは昨年の総選挙で新社会党と社民党の両近畿ブロックに加え、みどり・市民派の自治体議員が選挙協力したことをきっかけに2月に初会合が開かれ、今回で3度目となる学習交流会に近畿各地から関係者が集まり、今後の運営などについて討論した。その中で呼びかけ人の山下けいき・新社会党大阪府本部委員長の提起で、近畿ネットのホームページの開設や近畿の各地域で予定されている自治体選挙の情報を整理し近畿ネットとして発信していくことに加え、隅田康男・社民党大阪府連代表から提起のあった9月下旬から10月初旬にかけて同ネットを正式に発足させる案も、事務局に一任することを決めた。

＜もう１つの近畿の護憲運動＞

　近畿における護憲運動の共同闘争として、「闘う第3極を目指す近畿ブロック会議」の活動も活発化している。先述の「いのちと平和の近畿ネット」が政治勢力主体の活動であるの比べ、「闘う第3極近畿」は昨年の総選挙で新社会と社民両党近畿の応援を、大阪の労働組合や市民団体の有志が主体となって行ったことをきっかけに始まった。選挙後も保守二大制に反対する立場から、護憲の共同闘争を大衆運動の視点に政治勢力としての第3極形成を目指し、将来は近畿規模へ運動を拡大させようとしている。この「闘う第3極近畿」の活動に新社会党大阪府本部と社民党大阪府連も参加しており、7月に第１回学習会を労働組合や市民団体の有志の方々とともに開催し、8月には韓国の自治体議員を招いて2回目の学習会を開いた。

＜新たな政治勢力形成の期待＞

　「近畿ネット」や「闘う第3極近畿」など、新たな大衆運動の特徴は従来の政党・党派の枠組を超えようとしているところにある。その背景に有権者の政治不信と各種選挙での投票率の低迷が挙げられる。ところがその一方で「小泉劇場」への異常な人気がある。時代を覆う閉塞感があちこちに充満しているなかで、異様なブームに対抗しうる護憲勢力の有権者の政治的関心を引き寄せる大衆運動が欠かせない。小泉劇場の偽りの「改革」に惑わされない本当の改革を、「分かりやすい政治姿勢」で有権者に示すことが求められている。「７・７シンポジウム」のチラシの一節に「従来のようにバラバラに選挙に挑むならば改憲の流れを堰き止めることは出来ません。この危機的な状況を何としても乗り越える知恵と工夫と方法の結集が求められています」とある。こうした提起こそ、いま、近畿でも求められている護憲の側の「分かりやすい政治姿勢」である。
山下慶喜（｢いのちと平和の近畿ネット｣呼びかけ人）

■広島選挙区における平和共同候補擁立の展望―広島

　「平和への結集─市民の風」結成とほぼ同時期に独立の動きが広島でも始動し、前回参院選での革新候補同士討ちを何とか回避すべく、「共産党も投票しやすい候補者」選びを模索してきたが、共産党が早々と独自候補者を発表してしまったため、出鼻をくじかれた感は否めない。０３年の参院選では自民・民主の現職と共産党および市民候補という構図になり、結果は現職の当選、次点が市民候補、共産は法廷得票数にも達しなかった。

　来年の参院選では現職２人は自民、民主新人、共産（前回と同一人物）がすでに立候補を表明しているので、自民１人が落ちることも考えられるから、反自民・反民主勢力が結束すれば当選は夢ではない。しかし、共産候補と市民候補の独自選挙では当選は無理だ。日頃、核兵器廃絶運動などで市民運動と協働している共産党員ないし共産シンパがいるのだから、そういう候補者擁立に成功すれば平和議員誕生は手の届く範囲にある。

　共産に市民団体がすり寄るか、市民団体に共産がすり寄るかではなく、共産と市民団体を大きく呑み込んでしまうような広範で強力な市民運動の風が吹くならば、統一の平和共同候補を擁立する空気が醸し出されるだろう可能性は十分にある。前回の参院選で沖縄の同志たちはあらゆる困難を克服して糸数慶子参議院議員を誕生させた。沖縄でできたことが広島でできないはずはないと私たちは張り切っている。

岡本三夫
各界からの提言
◇安倍総裁と07年参院選の憲法問題－「日本沈没」を避けるために

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              法政大学教授　五十嵐　仁
　「日本沈没」。映画の話ではない。日本は今、政治的沈没の危機に瀕している。震源は安倍晋三。すでに、いくつかの予兆がある。やがて、「憲法改正」という巨大地震がやってくるにちがいない。それは、確実に、日本を「沈没」させるだろう。とはいっても、政治的にではあるが……。

　「憲法改正と教育基本法の改正を政権の柱にしたい」。次期政権に向けての構想を問われた安倍官房長官は、このように述べて意欲を示している。改憲を掲げて政権にチャレンジするのは、鳩山首相以来のことになる。約半世紀の年月を経て、自民党は「先祖帰り」をしてしまったようだ。鳩山と岸による改憲の「悲願」は、しかし、その後受け継がれなかった。「戦後民主主義の岩盤」（中曽根元首相）によって跳ね返されてしまったからだ。そのような「岩盤」はすでに溶解し、もはや恐れる必要はないということなのだろうか。それとも、それは地中深く潜り込み、目に見えないだけなのだろうか。
安倍官房長官が意欲を燃やしているのは、改憲だけではない。防衛庁を防衛省に昇格させ、共謀罪の新設によって国民に対する監視と統制を強め、進んで「国際平和」のために戦地に赴く人間づくりのための「教育改革」を目指している。

　今年の５月には日米防衛合意がなされ、陸海空３軍の日米軍事一体化に向けての道筋がひかれた。これに対応する形で、安倍官房長官は日本版「国家安全保障会議」の新設構想を打ち出している。事実上の「日米安全保障会議」である。憲法解釈を変えることによって集団的自衛権の行使を可能にし、自衛隊の海外派遣についての恒久的な法律を制定する考えも示している。いずれの構想も、アメリカと一緒に海外で戦争をするためのものだ。
当面の対決の場は、26日から開かれる臨時国会となろう。教育基本法「改正」案、共謀罪の新設、国民投票法案、防衛庁の省への昇格などを阻まなければならない。10月の衆院補欠選挙や沖縄県知事選挙などの首長選挙、一斉地方選挙なかんずく東京都知事選挙でも打撃を与える必要があろう。そして、来年の参院選で与党を過半数割れに追い込むことである。来年７月の参院選は、12年に一度、一斉地方選挙の後に参院選が行われ、投票率が下がって自民党が苦戦する「亥年現象」が起こる可能性が高い。しかも、改選されるのは01年の「小泉ブーム」で水増しされた当選者たちである。自民党が大勝した昨年の衆院選の「反動」もあろう。小泉「改革」によって、国民生活はもとより自民党の地方組織も破壊され、支持団体との関係はズタズタになっている。野党が結束すれば、与党を過半数割れに追い込む絶好のチャンスとなろう。自然現象としての地震の発生は避けることができない。しかし、政治現象である限り、「憲法改正」という巨大地震の発生を避けることは可能だ。そのためにどうするのか。来年７月の参院選までの10カ月間の努力が問われている。

◇来年こそ最後のチャンス

徳島県元木藤村村長　藤田　恵
　権力にとって「分断して支配せよ」はいまさら言うまでもありません。しかし、これまでの選挙では、いわゆる護憲派はばらばらで候補者を統一して闘うことが出来ず、大量の死票を出す結果となりました。多くの選挙費用と労力を使いながら、全国の支持者に与えたのは失望ではなかったのだろうか。前回の参院選で「みどり」だけでも１億円以上も使って約１００万票が死票になり、貴重なカンパを含む６０００万円もの供託金を全て没収されてしまいました。支配権力は何もしなくても、犬が飼い主の鎖の中へ自ら首を入れるように護憲派は自らを分断しているのですから、憲法改悪を強引に進めている自民党などは笑いが止まらないに違いありません。来年も統一した闘いが出来なければ、またこの繰り返しになるだけで、選挙戦そのものが戦えなくなる公算も大きいのではないだろうか。何としても、この轍を踏んではならないのが来年の参院選です。

　憲法改悪もかなり具体的になり自民党の憲法改悪草案も公表されていますが、「公益及び公の秩序」という用語が頻繁に使われています。これは、今の憲法で多くの権利の前提としている「公共の福祉」に置き換えたもので、諸権利の制約をかなり具体的にしていると言えます。これを使えば、例えば国や自治体の無駄な公共事業に反対する市民運動なども、すべて憲法違反で逮捕などの弾圧を受けることが予想されます。また、前文に歴史、伝統、文化を踏まえて「国柄」を盛り込んで国民に押し付けることも画策されています。このように、自民党などの憲法改悪草案は９条の改悪だけでなく、「憲法は強大な国家権力から市民の権利を守る」と言う、近代民主主義の普遍的な原理を否定する恐ろしい内容であると言っても過言ではありません。

　来年こそ、個人はもちろん、あらゆる組織や団体が、文字通り小異を残して大同につく最後のチャンスになることは確実です。　　

◇「憲法を守る」その一点にかけて

キリスト者平和ネット事務局代表　鈴木伶子
　与党は５年を目処に憲法改定を目論んでいます。なんとしても次の選挙で護憲派を確保し、ストップをかけなくてはなりません。

日本の平和運動は、相手に完全な一致を求める結果、分裂に追い込まれたと外国の友に指摘されたことがあります。「この一点」で結べば他の点は目をつぶれとも言われました。

憲法を変えないために、私たちは完全主義を捨て、憲法を守るという一点で手をつなぎ、次の選挙に向けて共闘していかなくてはなりません。

私たち宗教者は自らの信仰を絶対化し他と妥協しないと言われていますが、今、諸宗教が平和や人権のために一緒に働くように変わってきました。宗教本来の目的に目を留めたときに、人の命のためには教義を超えて一緒に働くことが大事だと気づいたためです。

第二次世界大戦後、戦勝国・敗戦国ともに傷ついたとき、武力ではなく話し合いでことを解決しようと国連を創設した人々は「剣を打ちかえて鋤とする」という聖書の言葉を国連ビルに刻みました。武力に依存することを止めて大地の恵みに支えられる共生を目指そうと願ったのです。

その後も世界の紛争は絶えません。しかし、その中で日本はこの６０年、戦争で人の命を奪うことをしないですみました。それは、武力に依存せず、共生をめざす憲法を持っていたからです。これは日本のみならずアジア・太平洋諸国の多くの人の命を奪ったことに対する謝罪の証でもあります。これを変えることは、謝罪を反故にすることです。　　

ふたたび、人の命を奪うことに加担しないために、多少の違いには目をつぶっても、護憲で共闘することが必要です。今のところ、党を超えて護憲派を推すことに対して、政党は消極的です。これを動かすためにも、私たち市民の盛り上がりを強めなくてはなりません。改憲という取り返しのつかない事態を招いて、後の時代に、あの大事な時に何をしていたのかと批判されることの無いためにも、多少の違いを超えて、護憲で結集しましょう。
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平和の共同候補を求める連絡会
第２回全国交流会
と　き　　　10月22日（日）午後１時～5時

ところ　　　全水道会館5階中会議室（第1回に同じ）
　　　　　　東京都文京区本郷1－4－1

　　　　　　ＪＲ総武線水道橋駅東口下車徒歩2分

　　　　　　都営地下鉄三田線水道橋駅Ａ１出口すぐ
規　模　　　７0人
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